【平成２６年全国消費実態調査の概要】
１　調査の目的

　全国消費実態調査は，国民生活の実態について，家計の収支及び貯蓄・負債，耐久消費財，住宅・宅地などの家計資産を総合的に調査し，全国及び地域別の世帯の消費・所得・資産に係る水準，構造，分布などを明らかにすることを目的とした調査である。

２　調査の沿革

　全国消費実態調査は，昭和34年の第1回調査以来5年ごとに実施されており，平成26年全国消費実態調査はその12回目に当たる。

３　調査の根拠法令

　平成26年全国消費実態調査は，統計法（平成19年法律第53号）による基幹統計『全国消費実態統計』の作成を目的とする統計調査として，全国消費実態調査規則（昭和59年4月20日総理府令第23号）に基づいて実施された。

４　調査の対象

　全国の全ての世帯のうち，総務大臣の定める方法により選定された世帯を対象とし，二人以上の世帯と単身世帯とに分けて調査を実施した。（ただし，学生，社会施設の入所者，病院の入院者等は除く）
５　調査事項

（1） 家計上の収入と支出に関する事項

　　収入は，勤労者世帯及び無職世帯についてのみ，その種類と金額を調査するとともに，収入に伴う控除（税金，社会保険料など）についても，その種類と金額を併せて調査した。また，現物収入は，品目ごとに，その入手方法，品名及び見積もり金額を調査した。
　　支出は，全ての世帯について，現金支出，口座自動振替による支払及びクレジットカード，掛買い，月賦，電子マネーによる支払に分けて，品名，用途及び支出金額を調査した。

（2） 品物の購入地域に関する事項
　　購入した全ての品物・サービス（通信販売などを除く。）について，その購入地域別（現住居と同じ市町村，他の市町村（道内），他の市町村（道外））に調査する。なお，購入地域は11月のみ調査した。
（3） 品物の購入先に関する事項
　　購入した全ての品物・サービス（預貯金や有価証券の購入などを除く。）について，その購入先の販売形態別（一般小売店，スーパー，コンビニエンスストア，百貨店，生協・購買，ディスカウントストア・量販専門店，通信販売（インターネット），通信販売（その他），その他）に調査した。なお，購入先は11月のみ調査した。
（4） 主要耐久消費財等に関する事項

　　耐久消費財は，家具類，冷暖房用器具，一般家事用品，教養娯楽用品，自動車など約30品目について所有数量，取得時期（過去1年以内，過去1年～5年以内，過去5年を超える時期）を調査した。

（5） 年間収入及び貯蓄・借入金残高に関する事項

　　年間収入は，世帯主，世帯主の配偶者，その他の世帯員（65歳未満，65歳以上）について，過去1年（平成25年12月～26年11月）の収入を種類別に調査した。
貯蓄は，預貯金（銀行，社内預金など），生命保険掛金などの払込総額，信託,株式及び債券などの有価証券について，種類ごとに平成26年11月末の現在高を調査した。なお，個人営業世帯などの貯蓄には，家計用だけでなく営業のための分も含めて調査した。
借入金残高は，月賦・年賦の未払残高，住宅の購入・建築・増改築，土地の購入のための借入金残高及びそれ以外の借入金残高について，平成26年11月末の現在高を調査した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（6） 世帯及び世帯員に関する事項
　　世帯員については，氏名，世帯主との続き柄，性別，年齢，配偶者の有無，就業・非就業の別（就業者については産業，職業，育児休業の取得状況など），在学者の就学状態，介護をしている状況，要介護・要支援認定の状況などを調査した。

　　このほか，世帯員以外の家族の不在理由，子の住んでいる場所，被災に関する事項，単身世帯については，単身赴任，出稼ぎなど世帯の形態について調査した。
（7） 現住居及び現住居以外の住宅・宅地に関する事項
　　現在住んでいる住居については，住居の構造，延べ床面積，建て方，所有関係，設備，地代支払の有無（持ち家のみ），敷地面積（持ち家のみ），建築時期（持ち家のみ）及び入居時期（持ち家以外）を，現在住んでいる住居以外の住宅・宅地については，住居の建築時期，延べ床面積，構造，所在地，敷地面積を調査した。
６　調査の時期及び調査の方法
「５調査事項」の「（１）家計上の収入と支出に関する事項」については，二人以上の世帯では9月1日～11月30日の3か月間，単身世帯では10月1日～11月30日の2か月間，調査世帯が家計簿に毎日の収入（勤労者世帯及び無職世帯のみ）と支出を記入し，調査員がこれを集めた。なお，家計簿は，収入と支出を記入する「家計簿A」と収入と支出のほかに「５調査事項」の「（２）品物の購入地域に関する事項」及び「（３）品物の購入先に関する事項」を記入する欄を設けた「家計簿B」の2種類を用い，9月及び10月（単身世帯は10月のみ）は「家計簿A」，11月は「家計簿B」により調査した。
「５調査事項」の「（４）主要耐久消費財等に関する事項」については，調査世帯が「耐久財等調査票」に10月末日現在で記入し，調査員がこれを集めた。

「５調査事項」の「（５）年間収入及び貯蓄・借入金残高に関する事項」については，調査世帯が「年収・貯蓄等調査票」に11月末日現在で記入し，調査員がこれを集めた。

「５調査事項」の「（６）世帯及び世帯員に関する事項」及び「（７）現住居及び現住居以外の住宅・宅地に関する事項」については，二人以上の世帯は9月1日現在で，単身世帯は10月1日現在で調査世帯が「世帯票」に記入し，調査員がこれを集めた。
なお，調査票を調査員に提出するか電子調査票を用いてオンラインで回答するかを，調査票ごとに調査世帯が選択できるようになった。

（１）家計簿A
　　・収入（勤労者世帯・無職世帯），支出に関する事項

　　　　・二人以上の世帯･･･9月，10月の2か月間
　　　　・単身世帯･･･10月の1か月間
（２）家計簿B

　　・収入（勤労者世帯・無職世帯），支出，購入地域，購入先に関する事項

　　　　・11月の1か月間

（３）耐久財等調査票

　　・主要耐久消費財（約20数品目）に関する事項

　　　　・10月末日現在

（４）年収・貯蓄等調査票

　　・年間収入，貯蓄現在高，借入金残高などに関する事項

　　　　・11月末日現在
（５）世帯票

　　・世帯，世帯員及び住宅・宅地に関する事項

　　　　・二人以上の世帯･･･9月1日現在

・単身世帯･･･10月1日現在

７　調査の流れ

　調査は，次の流れで実施した。
　総務大臣 ― 都道府県知事 ― 市町村長 ― 指導員 ― 調査員 ― 調査世帯 
